
別添１

高度浄水施設等整備費に係る基準事業費

基準事業費は、次に示す処理方式別基準単価及び基準事業費算定方式に基づいて、別表「基

準事業費算定明細書」を用いて算出する。

〔処理方式別基準単価〕

処理能力（�/日）

区 分 10,000超～ 30,000超～

～10,000以 30,000以下 100,000以下 100,000超～

下

円 円 円 円

活 性 炭 処 理 59,000 35,000 17,000 15,600

処

理 オ ゾ ン 処 理 70,000 41,000 23,000 21,600

活 性 炭 処 理

方

生 物 処 理 29,000 18,000 15,000 15,000

式

オ ゾ ン 処 理

活 性 炭 処 理 99,000 59,000 38,000 36,600

生 物 処 理

〔基準事業費算定方式〕

処理方式の区分に応じて、補助対象施設の処理能力値（計画浄水量）にそれぞれ該当する処

理能力区分ごとの基準単価を乗じて得た額の合計額に補助年度の実施率（注）を乗じた額を基

準事業費とする。

補助年度事業費
（注）実施率=

全体事業費（事業開始から完了までの事業費総額）

※小数点以下第４位四捨五入

※事業費は、総事業費から寄附金その他の収入額又は単独事業費を控除した額とする。

（算定例）

施設処理能力 112,500�/日でオゾン、活性炭処理の場合

{(10,000�/日×70,000円)＋(20,000�/日×41,000円)＋(70,000�/日×23,000円)＋(12,50

0�/日×21,600円)}×0.213(実施率)=724,200千円

実施率=1,138,000千円÷5,350,000千円=0.213

(補助年度事業費) (全体事業費)
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別 表

基準事業費算定明細書

補助事業者名 処 理 方 式 活性炭・オゾン・生物

浄 水 場 名 公称施設能力 �/日

工 期 計画浄水量 �/日

算定内訳

処理能力区分(a) 基準単価(b) 基準事業費(a×b)

ア ～10,000以下

�/日 円 千円

イ 10,000超～30,000以下

�/日 円 千円

ウ 30,000超～100,000以下

�/日 円 千円

エ 100,000超～

�/日 円 千円

オ 合計(ア～エ) (Ａ)(千円未満四捨五入)

�/日 － 千円

実施率

年度事業費 全体事業費 (Ｂ)(小数点以下第４位四捨五入)

( 千円)÷( 千円)=( )

基準事業費 (千円未満切捨て)

(Ａ)( 千円)×(Ｂ)( 千円)= 千円

補助実績(見込み)

年 度 区 分 各 年 度 事 業 費 全 体 事 業 費 実 施 率 国 庫 補 助 額

千円 千円 千円

合 計

(注)１．処理方式欄は、該当する処理方式に○印を附す。

２．実施率欄の合計は、事業完了年度に原則として「1.000」になる。
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別表第２

費 目 種 目 細 分 算 定 方 法 説 明

工事費 １ 本工事費 材料費 直接工事費のうち、材料費については、別に定める主要資材単価表を 「本工事費」とは、当該施設の工事を施工するのに直接に要する費

標準とすること。 用であって、直接工事費、間接工事費及び一般管理費をいう。

労務費 直接工事費のうち、労務費については別に定める職種別賃金日額表及

び工事設計歩掛表の標準単価を標準とすること。

直接経費 直接工事費のうち、直接経費については、特許使用料、水道光熱電力 「直接工事費」とは、工事の施工に直接必要とする材料費、労務費

料（工事施工に直接必要とする分）、機械器具損料の合計額を計上する 及び直接経費という。

こと。このうち、機械器具損料については、別に定める機械損料表によ

ること。

共通仮設費 間接工事費のうち、共通仮設費については、工事の施工に必要な接械 「間接工事費」とは、直接工事費以外の工事費及び経費であって、

器具等の運搬、移動に要する費用、準備、跡片付け、整地等に要する費 共通仮設費及び現場管理費をいう。

用、機械設備の設置・撤去、用水、電力等の供給施設の設置、撤去及び 「共通仮設費」とは、工事の施工に必要な運搬費、準備費、仮設費、

仮道布設、現場補修等に要する費用、仮設工事、事業損失防止施設、材 役務費、技術管理費、営繕費、事業損失防止施設費、安全費及び環境

料置場等の土地の借上げに要する費用及び電力、用水等の基本料金に要 対策費に要する費用をいう。

する費用、技術管理に要する費用、現場事務所、労務者宿舎及び材料置

場等の営繕に要する費用、労務者輸送に関する費用、交通の管理、安全

施設等に要する費用並びに環境対策等に要する費用をいう。

また、共通仮設費は、毎年度、厚生労働省健康局長通知で示す「水道

施設整備費国庫補助事業に係る歩掛表」（以下「歩掛表」という。）に定

める工種区分にしたがって、所定の率計算によって得られた額に積上げ

計算による額を加算して算出するものとする。なお、止むを得ない事由

により工事を分割して施工する場合は、当該分割した工事ごとに算定す

ること。

現場管理費 現場管理費については、歩掛表に定める工種区分にしたがって、所定 「現場管理費」とは、請負業者が工事を施工するために必要な現場

の率計算によって得た額の範囲内とする。 経費であって、労務管理費、地代、家賃、水道光熱費、運賃、消耗品

なお、止むを碍ない事由により工事を分割して施工する場合は、当該 費、通信通搬費その他に要する費用をいう。

分割した工事ごとに算定すること。

一般管理費 一般管理費は、歩掛表に定める工種区分にしたがって、所定の率計算 「一般管理費」とは、請負業者が工事を施工するために必要な一般

によって得た額の範囲内とする。 管理費、利潤等であって、諸給与、福利厚生費、事務用品費、通信運

なお、止むを得ない事由により工事を分割して施工する場合は、当該 搬費、保険料、租税公課、旅費、その他に要する費用をいう。

分割した工事ごとに算定すること。

２ 附帯工事費 附帯工事費は、本工事費の算定基準に準じて算定する。 「附帯工事費」とは、本工事に附帯して施工することが必要な工事

に要する費用をいう。
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３ 用地費及び 用地取得費 用地費及び補償費については、適正な実支出額とする。 「用地取得費」「用地使用費」とは、工事の施工に必要な最小限度の

補償費 用地使用費 用地を取得または貸借に要する費用をいう。「補償費」とは、工事を施

補償費 工するため取得し、又は貸借した土地に既存する建物、立木その他の

物件の除去移転等に伴う損失の補償に要する費用及び水利費用、隧道

掘削等に伴う漁業、農業、その他の補償に要する費用（補償金に代え

直接施工する補償工事に要する費用を含む。）をいう。

４ 調査費 調査費については、適正な実支出額（用地費及び補償費、工事雑費、 「調査費」とは、当該施設、管路等の設計及びそれに必要な地形測

事務費等に計上すべき費用を除く。）とする。 量、地質調査、土質調査、水質試験、水文調査、管路更新調査並びに

工事を実施するために必要な測量試験等に要する費用をいう。

５ 機械器具費 機械器具費については、適正な実支出額とする。 「機械器具費」とは、工事を直営で施工する場合に、工事の施工に

直接必要な機械器具、車両（乗用車を除く。）、船舶等の購入費、借料、

運搬費（船舶保険料を含む。）並びに据付、撤去、及び修理、製作に要

する費用をいう。

なお、事業主体が機械器具等を請負業者に貸与して請負工事を施工

させることが特に必要と認められる場合には当該機械器具等に要する

費用を計上することができる。

６ 営繕費 営繕費については直営施工に係る工事費（営繕費及び工事雑費を除 「営繕費」とは、工事を直営で施工する場合に必要な現場事務所、

く。）合計額に、次の各号に定める率を乗じて得た額の範囲内とする。 見張所、倉庫、仮設宿舎等の新築（購入を含む。）、改築、移転、修繕

なお、各対応額の率を適用した場合の額が、直近下位の最高額に満た に要する費用及び借料並びにこれらの建物に係る敷地の買収費及び借

ない場合は、当該最高額の範囲内において増額することができる。 料をいう。

(1) 合計額が 1,000万円以下の場合 5．0％ なお、請負施工に係る大規模工事又は工事現場が遠隔地等により補

(2) 合計額が 1,000方円をこえ3,000万円以下の場合 4．0％ 助事業者が請負工事の施工を監督するための現場事務所、見張所等の

(3) 合計額が 3,000万円をこえ10,000万円以下の場合 3．0％ 設置が特に必要と認められる場合に限り、これらに要する費用及び借

(4) 合計額が10,000万円をこえる場合 2．0％ 料等について適正な実支出額を計上することができる。

７ 工事雑費 工事雑費については、１の本工事費から６の営繕費までの合計に直接 「工事雑費」とは、補助事業者が当該施設の工事等の施工に付随し

施工のものにあっては4．0％請負施工のものにあっては1．5％を乗じて て要する費用であって、工事の現場事務に必要な備品費、消耗品費、

得た額の合計額の範囲内の額とする。 貸金、印刷製本費、光熱水科、通信運搬費、雑役務費、連絡旅費及び

工程の関係ある職員の給与（退職手当を除く。）並びにこの費目から賃

金又は給与が支弁される者に係る補助事業者負担の労働者災害補償保

険料等その他に要する費用をいう。
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事務費 事務費については、１の本工事費から６の営繕費までの合計額に、次 「事務費」とは、補助事業者が事業施行のため直接必要な事務に要

の各号に定める率を乗じて得た額の範囲内とする。 する費用であって、職員旅費、消耗品費、備品費、通信運搬費、印刷

なお、各対応額の率を適用した場合の額が、直近下位の最高額に満た 製本費、監督料等の人件費及び物件費をいう。

ない場合は、当該最高額の範囲内において増額することができる。 ただし、この事務費には委員会費、協議会費等の間接的に必要と認

(1) 合計額が1,000万円以下の場合 5．5％ められる費用及び補助事業者の経常的職員に対する給料、諸手当等は

(2) 合計額が1,000万円をこえ3,000万円以下の場合 3．5％ 含まれないものとする。

(3) 合計額が3,000万円をこえ3億円以下の場合 2．5％

(4) 合計額が3億円をこえ20億円以下の場合 2．0％

(5) 合計額が20億円をこえる場合 1．5％
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